
工事費等調査報告書

１．調査概要 依頼番号 静国-管二-05

２．調査結果

規　　格 単　位 数　量 備　考

050 金網(ﾌｪﾝｽ)・支柱(立入防止柵撤去) 柵高2m以下,支柱間隔2m m - 歩掛表-1

051 立入防止柵支柱撤去 柵高2m以下,支柱間隔2m m - 歩掛表-2

052 基礎ﾌﾞﾛｯｸ(立入防止柵)撤去 柵高2m以下,支柱間隔2m m - 歩掛表-3

088 土系舗装 t=4cm ｴｺｸﾘｰﾝｿｲﾙ同等品以上 m2 - 歩掛表-4

097 貼付式防草材設置
ボーソーシールＴＣ－１０

設置同等品以上

m - 歩掛表-5

098 貼付式防草材設置
ボーソーシールＴ

設置同等品以上

m - 歩掛表-6

100 塗布式防草材設置
ウィードコート同等品以上

(t=2) W=100

m - 歩掛表-7

業務名称 令和５年度　単価契約 静岡・長野県内建設資材価格等調査業務

事務所名 静岡国道事務所

工事件名 -

名　　称

(価格条件)

調査実施期間 別紙参照

調査対象業者 施工実績を有する業者

調査方法 書面調査及び電話による聞き取り調査



名称 規格 単位 数量 摘要

土木一般世話役 人 0.500 ●

普通作業員 人 6.200 ●

諸雑費1 ％ 1.000

日当り施工量 m 80.000

名称 規格 単位 数量 摘要

土木一般世話役 人 0.200 ●

普通作業員 人 1.150 ●

諸雑費1 ％ 6.000

日当り施工量 m 435.000

［条件］
1.諸雑費1は、工具損料等の費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

歩掛表－2　立入防止柵支柱撤去
柵高2m以下,支柱間隔2m

100m当り
諸　雑　費
1　　2　　3

［条件］
1.諸雑費1は、工具損料等の費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

歩掛表－1　金網(ﾌｪﾝｽ)・支柱(立入防止柵撤去)
柵高2m以下,支柱間隔2m

100m当り
諸　雑　費
1　　2　　3



名称 規格 単位 数量 摘要

土木一般世話役 人 0.275

普通作業員 人 2.950

諸雑費 式 1.000 端数処理

日当り施工量 m 169.000

名称 規格 単位 数量 摘要

土木一般世話役 人 1.000 ●

普通作業員 人 6.700 ●

諸雑費1 ％ 7.000

日当り施工量 m2 104.000

2.エコクリーンソイル参考使用量：70kg/m2。

歩掛表－4　土系舗装
t=4cm ｴｺｸﾘｰﾝｿｲﾙ同等品以上

100m2当り
諸　雑　費
1　　2　　3

［条件］
1.諸雑費1は、散水に要する経費等の費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

歩掛表－3　基礎ﾌﾞﾛｯｸ(立入防止柵)撤去
柵高2m以下,支柱間隔2m

100m当り
諸　雑　費
1　　2　　3

［条件］



名称 規格 単位 数量 摘要

土木一般世話役 人 0.200 ●

普通作業員 人 2.650 ●

諸雑費1 ％ 10.000

日当り施工量 m 200.000

名称 規格 単位 数量 摘要

土木一般世話役 人 0.200 ●

普通作業員 人 1.350 ●

諸雑費1 ％ 5.000

日当り施工量 m 500.000

3.ボンド参考使用量：0.033本/m。
2.除草剤、カラ練モルタル及び産廃処理費は計上なし。

2.産廃処理費を含まず。
3.ボンド参考使用量：0.110本/m。

歩掛表－6　貼付式防草材設置
ボーソーシールＴ

設置同等品以上

100m当り
諸　雑　費
1　　2　　3

［条件］
1.諸雑費1は、雑材料及び工具等の費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

　する。

歩掛表－5　貼付式防草材設置
ボーソーシールＴＣ－１０

設置同等品以上

100m当り
諸　雑　費
1　　2　　3

［条件］
1.諸雑費1は、除草剤、カラ練モルタル、雑材料及び工具等の費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上



名称 規格 単位 数量 摘要

土木一般世話役 人 0.400 ●

特殊作業員 人 0.400 ●

普通作業員 人 2.500 ●

諸雑費1 ％ 25.000

日当り施工量 m 250.000

2.主要材料の参考使用数量は以下のとおり。

　主剤：0.54kg/m　硬化剤：0.135kg/m　ウィードサンド：0.40kg/m

　て計上する。

歩掛表－7　塗布式防草材設置
ウィードコート同等品以上

(t=2) W=100

100m当り
諸　雑　費
1　　2　　3

［条件］
1.諸雑費1は、雑材料、機械器具・工具損料、電力に関する経費等の費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限とし


